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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、企業理念と経営指針を基本として、収益力の向上を図り、株主及びその他の全ステークホルダーに配慮しつつ、企業価値を高
めることを企業経営の中心課題と捉えております。

【企業理念】

アーバネットコーポレーションは人々の安全で快適な「くらし」の提案を行い、豊かで健全な社会の実現を目指します。

【経営指針】

顧客志向：顧客満足度を高めることを第一に考え、株主と従業員の幸せを追求します。

独創志向：「くらし」の提案を通して、社会が必要とする技術革新と自社だけの特色を創造し強化します。

共生志向：企業と企業、人と人とのネットワークを大切にし、互いに成長し共生することを経営の目的とします。

このような目的を継続的に維持向上するために、日常的な業務執行を律する規範としてコーポレート・ガバナンスを経営の中心課題として捉え、リ
スク管理とコンプライアンスの徹底による内部統制の充実により、株主及び投資家又は利害関係者等からの厚い信頼を得られるよう経営努力して
いく所存であります。

当社グループにおいては、ステークホルダーからの信頼確保に向け、経営の健全性・透明性・効率性を高めるという視点に立ち、最適なコーポ
レート・ガバナンスの整備・構築を目指しております。

当社は「執行役員制度」を導入し、経営機能と執行機能の分離・強化を推進することで経営の健全性と効率性をより高めるとともに、社外取締役を
招聘し取締役の監督機能の強化と透明性の確保に努めております。

また、監査役は、内部監査部門である内部監査室並びに監査法人と相互の連携を図りながら、取締役の業務執行に関する監査を実施しておりま
す。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則１－２④】議決権の電子行使、株主総会招集通知の英訳

当社は、2020年株主総会よりインターネットによる議決権行使、機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームを採用いたしました。今後、株
主構成の動向を注視し、外国人株主持株比率が更に高まり、必要と判断した時点で、株主総会招集通知の英訳を実施いたします。

【補充原則２－４①】中核人材の登用等における多様性確保の考え方・目標、人材育成方針・社内環境整備方針

＜多様性の確保についての考え方及びその状況＞

当社グループが掲げる企業理念を実現し、事業成長を加速するためには、社員一人ひとりが成果を最大化し、持続的成長を続けていくことが重要
であると考え、多様性確保の観点も含め当社及び社員にとって生産性が最大化される人材戦略の策定及び環境整備に取り組んでおります。当社
では、優秀な人材については性別、国籍、障がいの有無等の属性に依ることなく積極的に採用及び登用する方針の下、属性毎の目標数値を敢え
て掲げず全ての社員に平等な評価及び登用の機会を設けております。

＜多様性確保の自主的かつ測定可能な目標＞

当社は、全ての社員に平等な評価及び登用の機会を設けているため、属性毎の目標数値を敢えて掲げておりません。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針と実施状況＞

当社グループの持続的な成長のためには、多岐にわたる経歴を持つ優秀な人材を多数採用し、現業体制や管理体制等を整備していくことが重要
であると捉えております。当社グループの企業理念や事業内容に共感した優秀な人材が、高い意欲を持って働ける環境等を整備し、社員同士が
お互いの多様性や優位性を認め合うとともに、社員の能力を適時適切に活用し組織や事業への貢献力を相乗させる仕組みを整えております。

【補充原則３－１③】サステナビリティについての取組み、人的資本・知的財産への投資等

当社は、自社のサステナビリティについて取組んでおりますが、人的資本・知的財産への投資等について開示できる状況にありません。しかしな
がら、当社は多様な人材と多様な働き方を推進し、魅力的で風通しの良い職場風土の醸成を目指しており、また、自社ブランドマンションに関する
知的財産権の取得を国内で積極的に推進し、企業価値の維持・向上に努めていることから、今後、事業規模や事業領域の拡大に応じて人的資本
や知的財産の投資計画等の開示を検討してまいります。

【補充原則４－１②】中期経営計画実現への最善の努力及び目標未達時の分析

当社では、中期経営計画を策定しておりますが、開示しておりません。しかし、取締役会及び経営陣は、中期経営計画は株主に対するコミットメン
トの一つであると認識し、その達成にむけて最善の努力を行っており、達成の有無にかかわらず、その結果を十分に分析し、次期以降の計画に反
映させております。

【補充原則４－３③】ＣＥＯの解任の手続

取締役会は、CEOに対する評価を実施しておりませんが、CEOの職務の執行を監督しており、解職の権限を有しております。

しかし、コーポレートガバナンス・コードに従い、CEOに対する会社の業績等の適切な評価方法や、CEOを解任する場合の客観性・適時性・透明性
あるプロセスについて、検討してまいります。

【補充原則４－８②】筆頭独立社外取締役の選定

当社では、「筆頭独立社外取締役」といった制度は採っておりませんが、各社外取締役が経営陣又は監査役と相互に連絡、連携、調整等を密に
図っており、その職責を十分果たす体制となっていると考えております。

【補充原則４－１０①】任意の指名委員会・報酬委員会の設置

当社取締役会は社内取締役５名と独立社外取締役３名の計８名で構成されており、当該独立社外取締役が取締役会において適切な助言等を
行っております。

取締役会に対する取締役候補者の提案は、代表取締役会長並びに代表取締役社長が行い、監査役候補者の提案は、監査役会の同意を得たう
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えで、代表取締役会長並びに代表取締役社長が行っております。これらの提案を審議する取締役会では、代表取締役会長から選任基準、各候補
者の経歴、有する知見等について説明が行われ、独立社外取締役、社外監査役とともに審議いたしております。これらの現状に鑑み、現時点では
指名委員会の設置は必要なく、現状の体制により、取締役会の機能の独立性・客観性が十分に確保されていると考えております。

現在の仕組みで適切に機能していることから任意の指名委員会・報酬委員会を設置しておりませんが、指名委員会・報酬委員会に限らず、コーポ
レート・ガバナンスの強化に資する施策については、今後も必要に応じて検討してまいります。

【補充原則４－１１③】取締役会の実効性の分析・評価

取締役会は、法令及び取締役会規程に定められた重要事項等を決定しており、議論や発言内容、審議における十分な時間の確保等から、取締
役会全体の実効性は確保されていると考えております。

取締役会全体の実効性の分析・評価及びその結果の開示については、今後、取締役会の機能を向上させるという観点から、評価方法を含め検討
してまいります。

【原則５－２】経営戦略や経営計画の策定・公表

当社の売上高の大半を占める不動産開発販売事業は不動産市況、金融環境等外的要因に大きな影響を受けることから、将来予測が困難であ
り、中期経営計画を策定はしておりますが、投資家のミスリードを招く恐れがあることから、公表しておりません。しかし、当社では、経営計画に基
づく具体的な施策等の計画や実行は、当社ウェブサイト等に適時に開示し、決算説明会等を通じて、代表取締役会長がその内容を説明しておりま
す。また、その模様は動画配信もいたしております。

【補充原則５－２①】事業ポートフォリオに関する基本的な方針、見直しの状況

事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの見直しの状況につきましては、取締役会での議論の上、今後、株主・投資家の
皆様に分かりやすく示していけるよう努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式

当社は政策保有株式を保有しておりません。

【原則１－７】関連当事者間の取引

当社は、当社の取締役の利益相反取引及び競業取引について、法令に従い取締役会の承認を要する旨を取締役会規程に定めております。

また、取締役及び監査役に対し、毎年、関連当事者間の取引の有無の確認調査を実施しております。

【原則２－６】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

当社は、企業年金制度を採用しておりません。

【原則３－１】情報開示の充実

(ⅰ)経営理念、経営戦略、経営計画

経営理念は、本報告書「1．1．基本的な考え方」に記載のとおりです。また、経営戦略、経営

計画は、有価証券報告書等に記載のとおりです。

(ⅱ)ガバナンスの基本的な考え方と基本方針

本報告書「1．1．基本的な考え方」に記載のとおりです。

(ⅲ)役員報酬の決定方針・手続

本報告書「2．1．【取締役報酬関係】報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりです。

(ⅳ)役員の選解任・指名の方針・手続

当社は、以下の基準・手続に基づき取締役・監査役候補を選任いたしております。

（選任基準）

1．業務執行取締役候補は、高い倫理観・公正性などの人格的要素を備え、経営に関する豊富な知見と能力を有す候補者の中から選任しており
ます。

2．非業務執行取締役候補は、高い倫理観・公正性などの人格的要素を備え、高度な専門性を有し、それぞれの専門的見地から取締役会での発
言が期待される候補者の中から選任しております。

3．監査役候補は、経営管理に関する豊富な経験や財務・会計について適切な知見を有するなど、取締役の職務の執行を適切に監査できる候補
者の中から選任しております。

4．社外監査役候補は、高度な専門性を有し、それぞれの専門的見地から取締役会および監査役会での発言を期待し、取締役の職務の執行を適
切に監査できる候補者の中から選任しております。

（選任手続）

1．取締役候補の選任にあたっては、上記の選任基準ならびに取締役会の員数やジェンダー等の多様性など、構成についての考え方を踏まえ、
取締役会にて決定しております。

2．監査役候補の選任にあたっては、上記の選任基準ならびに監査役会の員数や特に専門領域における必要な経験・能力・知識など、構成につ
いての考え方を踏まえ、社外監査役3名で構成される監査役会の同意を得た上で、代表取締役会長並びに代表取締役社長が提案し、取締役会に
て決定しております。

（解任基準・手続）

上記の選任基準を満たさなくなった場合や、公序良俗に反する行為を行った場合、あるいは健康上の理由から職務継続が困難となった場合に
は、取締役会において解任提案を審議し、決定いたしております。

(ⅴ)役員個々の選解任・指名の説明

当社では、株主総会招集通知において選任理由を記載しております。また、解任が発生する場合は、株主総会招集通知において解任理由を開示
いたします。

【補充原則４－１①】経営陣への委任の範囲

取締役会は、業務執行を行う５名の業務執行取締役及び業務の監督を行う３名の社外取締役で構成され、経営の客観性及び透明性を確保しつ
つ、適切な意思決定を実現しております。また、通常の業務執行については、業務執行を機動的に行うために執行役員制度を採用しております。
具体的な委任の範囲等は、社内規程に定めておりますが、その担当業務については、有価証券報告書で開示しております。

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に従い、独立役員を選任しております。

【補充原則４－１１①】取締役会の構成に関する考え方、スキルマトリックス

当社は金融庁並びに東京証券取引所の要請するコーポレートガバナンス・コードの趣旨に沿って、取締役に相応しい高い知見と専門知識、経験を
備えた候補者から取締役に選任しており、その方針・手続きは本報告書において開示しております。

スキルマトリックスについては、最終ページをご覧ください。

【補充原則４－１１②】取締役・監査役の兼任状況

取締役・監査役の兼任状況については、株主総会招集通知、有価証券報告書により毎年開示しております。また、兼任先の数は合理的な範囲に
とどまっており、取締役会・監査役会の出席率も高い割合となっております。当社取締役・監査役の全員は、その役割・責務を適切に果たしており
ます。
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【補充原則４－１４②】取締役・監査役に対するトレーニングの方針

当社は、取締役及び監査役が期待される役割・責務を果たすために必要な知識の習得や更新に有用なトレーニングの機会を、必要性に応じて、
当社の負担により適宜提供するものとしております。

また、一般社団法人日本取締役協会等より講師を招聘し、取締役及び監査役並びに執行役員を対象にセミナーを開催しております。

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針

(ⅰ)IR担当役員として、常務取締役管理本部長が任命されており、建設的な対話が実現するようIR活動を統括しております。

(ⅱ)IR担当部署の経営管理部は同じ管理本部内である経理部、総務部と相互に連携するほか、事業本部、子会社とも組織横断的な情報共有を
行い、株主との対話を補助しています。

(ⅲ)個別面談以外に、四半期決算ごとに年４回投資家向け決算説明会を開催し、その模様を撮影した動画は、当社ホームページで公開しておりま
す。また、株主通信を通じて、年１回株主に対してアンケートを実施しております。

(ⅳ)対話を通じて得られた株主からの要望や意見を経営幹部や取締役会にフィードバックするとともに、経営やIR活動に反映させることにより信頼
関係の構築を図ります。

(ⅴ)対話に際しては、開示前の重要事実を漏らさないよう、法令や社内規程に従ったインサイダー情報の管理を社内研修等により周知徹底してお
ります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社服部 5,616,000 17.90

株式会社合田工務店 588,000 1.87

塩田浩二 414,800 1.32

服部　弘信 384,000 1.22

服部　信治 350,000 1.12

奥田　周二 314,900 1.00

株式会社明和 280,000 0.89

小幡　正行 219,500 0.70

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 211,572 0.67

熊本久人 170,000 0.54

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

上記大株主の状況は、2022年6月30日付の株主名簿によるものであります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 6 月

業種 不動産業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満
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４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中島 信一郎 弁護士

篠田 哲志 他の会社の出身者

山口 さやか 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他
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会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中島 信一郎 ○ ―――

弁護士としての経験・識見が豊富であり、当社
の論理にとらわれず、法令を含む企業社会全
体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経
営の監視を遂行するに適任であり、法律に関
する知見を生かした専門的見地から有用な意
見をいただくことで、取締役会の透明性の向上
及び監督機能の強化が見込まれること、また、
当社との人的関係、資本的関係、又は取引関
係その他の利害関係において当社の一般株主
と利益相反が生じるおそれがないため、社外取
締役並びに独立役員に選任しております。

篠田 哲志 ○ ―――

長きにわたり証券会社の代表取締役を務めら
れており、日本取引所自主規制法人規律委員
会委員を務める等、経営やコンプライアンスに
関して豊富な経験と幅広い見識を有しているこ
とから、当社の経営を監督していただくととも
に、当社の経営全般に助言を頂戴することによ
りコーポレート・ガバナンス強化に寄与いただけ
ると判断したこと、また、当社との人的関係、資
本的関係、又は取引関係その他の利害関係に
おいて当社の一般株主と利益相反が生じるお
それがないため、社外取締役並びに独立役員
に選任しております。

山口 さやか ○ ―――

公認会計士及び税理士としての豊富な経験や
実績を有するとともに、他の上場企業において
社外監査役を務めており、専門的な見地から
有用な意見をいただけると判断したこと、また、
当社との人的関係、資本的関係、又は取引関
係その他の利害関係において当社の一般株主
と利益相反が生じるおそれがないため、社外取
締役並びに独立役員に選任しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役会と監査法人は四半期に1度レビュー時に会議を持つほか、事業年度の初めには年間監査計画を提出しております。また、代表取締役と
監査法人のレビュー時にも常勤監査役は立ち会っております。常勤監査役と内部監査室は、月に1度の打合会を定例とし、その他必要に応じて会
議を持っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名
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社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

進藤 祥一 他の会社の出身者

徳山 秀明 公認会計士

上山　聡子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

進藤 祥一 　 ―――

長きにわたり金融機関に在籍し、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有し、リゾート会
社にて開発事業に携わった経験も有しており、
当社の常勤監査役として監査業務の健全性・
透明性の向上に貢献してまいりました。これら
の実績と経験に基づき、当社の監査役にふさ
わしいと判断し、社外監査役に選任しておりま
す。

徳山 秀明 　 ―――

公認会計士として培われた専門的な知識・経
験等を活かし、当社の監査役としてその専門性
を発揮してまいりました。これらの実績と経験に
基づき、当社の監査役にふさわしいと判断し、
社外監査役に選任しております。

上山　聡子 　 ―――

金融機関において企業調査、経済調査のほ
か、Ｇ20やＩＭＦ関連の国際会議対応、コンサル
ティングファームでの各種プロジェクトの立ち上
げ支援等の経験を有しており、様々な視点を当
社の監査に反映していただくことを期待し、社
外監査役に選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

取締役のうち、独立役員の資格を充たす者を独立役員に指定しております。
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【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、2022年９月28日開催の第25回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（社外取締役を除く。）を対象に、業績達成度等に応じて当社
株式及び当社株式の時価相当額の金銭の給付を行う業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。

本制度の導入は、当社の取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性を明確にし、当社の取締役が株価上昇によるメリットを享受するの
みならず、価格下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的としており
ます。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2022年６月期の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りとなっております。

取締役に支払った報酬：177,600千円（うち社外取締役：10,800千円）

監査役に支払った報酬：18,000千円（うち社外監査役：18,000千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針を決議しております。

ａ．取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の報酬は、月例の固定報酬（金銭報酬）及び業績連動型株式報酬で構成しております。固定報酬については、各取締役の役位に
応じて他社水準、当社の業績等を考慮したうえで決定し、業績連動型株式報酬については、毎年、株式給付規程に基づき役位及び業績達成度等
に応じて決定する。

　業績連動型株式報酬の業績指標は、企業の成長性を表し本業の稼ぐ力を示す連結営業利益とし、2023年６月期の当該指標の目標値は、2,300
百万円とします。なお、業績連動型株式報酬は2023年６月期を初年度として導入しており、当事業年度に係る実績はありません。

ｂ．固定報酬等、業績連動報酬等又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定方針

　当社の取締役の報酬は、固定報酬及び業績連動型株式報酬をもって構成され、固定報酬と業績連動型株式報酬の割合は、業務執行に関わる
各取締役が中長期的な業績向上と企業価値増大を図るインセンティブとして機能するように適切な支給割合を設定する。

ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役会長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、
「ａ．取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針」で定めた方針に基づき代表取締役社長及び常務取締役管理本部長が提案し、代表取
締役会長服部信治が総合的に勘案して決定する。

　代表取締役会長に委任する理由は、当社業績を踏まえ取締役の個人別の報酬額を決定するために、会社全体を俯瞰する立場の代表取締役会
長が最も適しているためであります。業績連動型株式報酬の個人別の報酬等については、当社取締役会で定める株式給付規程に基づき決定し
ます。

　取締役の報酬限度額は、2019年９月27日開催の第22回定時株主総会において、年額300百万円以内（うち社外取締役分は30百万円以内）（使
用人分給与相当額は含まない）と決議しており、決議時の取締役の員数は８名（うち社外取締役は３名）であります。また、監査役の報酬限度額
は、2005年９月14日開催の第８回定時株主総会において、年額30百万円以内と決議しており、決議時の監査役の員数は２名であります。

　また、当社は、金銭報酬とは別枠で、2022年９月28日開催の第25回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役を除く。）を対象に、業
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績達成度等に応じて当社株式及び当社株式の時価相当額の金銭の給付を行う業績連動型株式報酬制度を導入しております。当該株主総会決
議に係る対象取締役の員数は５名となります。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

専任のスタッフは置いておりませんが、社外取締役については代表取締役会長、代表取締役社長並びに常務取締役管理本部長及び執行役員経
理部長より適時に社内情報を提供しており、社外監査役に対しては内部監査室並びに管理本部のスタッフにより、適時要請に応じてサポートいた
しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 ― 名

その他の事項

代表取締役社長等を退任した者が就く相談役・顧問等の制度はございません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

取締役会

当社の取締役会は、議決権者として取締役８名（うち社外取締役３名）で構成されており、当社の重要事項を決定し、取締役並びに執行役員の業
務の執行状況を監督しております。取締役会には、経営監視を主たる目的として監査役３名（全員社外監査役）も同席しており、定時取締役会とし
て毎月１回、年12回の取締役会を開催し、会社の業務執行に関する意思決定機関として、経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜検
討し、法令及び定款に定められた事項、並びに重要な事項は全て付議され、業績の状況とその対策及び中期的な経営課題への対処についても
検討しております。また、定時取締役会のほかに、四半期決算における決算取締役会や株主総会後の新取締役による取締役会並びに迅速な意
思決定が必要な課題が生じた場合等に、逐次臨時取締役会を開催し、十分な議論の上で意思決定を行っております。なお、2022年6月期に開催
された臨時取締役会は12回であります。

監査役会

当社は、定款の定めにより監査役会を設置しております。監査役会は、監査役３名（全員社外監査役）で構成されており、監査方針、業務の分担
等の策定を行うとともに、その方針及び分担にもとづいて行われた各監査役監査並びに監査法人監査に関する重要な事項について報告を受け、
協議を行っております。監査役会は、定時取締役会の同日に定例監査役会を開催するとともに適時必要に応じて臨時監査役会を開催いたしてお
ります。監査役は取締役会及びその他の重要な会議に出席し、取締役の法令・定款遵守状況の把握に加えて、監査法人並びに内部監査室との
連携、各取締役からのヒアリング等を実施する他、稟議書や関係資料の閲覧を通して内部監査及び監査法人監査の正確性・妥当性・有効性、監
査法人の報酬の妥当性を検討するなど、監査役監査を実施しております。なお、2022年6月期に開催された臨時監査役会は2回であります。

執行役員制度

当社は、執行役員制度を導入することで経営機能と執行機能の分離・強化を推進し、経営の健全性と効率性をより高めております。

執行役員は、当社執行制度における２本部体制において、管理本部と事業本部の牽制の下、両本部長を上席執行役員とし、業務執行の必要に
応じて、会社の取締役及び従業員の中から職責を全うし得ると判断された者を執行役員として、取締役会が選任いたします。

現在、上席執行役員2名、執行役員2名が選任されております。

部長会

部長会は、代表取締役に全部門長並びに内部監査室長で構成され、常勤監査役の立ち会いのもと毎週１回開催しております。日常業務上の問
題点や業務の進捗状況の確認をテーマとして、意見交換を活発に行い、経営上のコンセンサスと効率化を図っております。

内部監査室

内部監査室は、監査法人並びに監査役会と緊密に連携を取り、監査法人とは四半期に１度のミーティング、監査役会とは常勤監査役との月に１度
の定時連絡会を実施しております。内部監査室は、内部監査担当部門として全部門を対象に年度計画にもとづく業務監査並びに内部統制上の評
価を実施し、監査結果を報告するとともに、被監査部門に対し、改善事項の指摘・指導を行うなど、内部統制の有効性の向上に努めております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、不動産業界特有の各種法令並びに業界慣例等専門分野での経験並びに知識を有し、当社ビジネスモデルを代表取締役と共に構築して
きた設立以来の取締役に加え、上場会社として必要である各種法令や経験・知識を有する取締役・部門長を確保して経営の効率化を図ってまい
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りました。また、本体制を補完するために、社外取締役３名、社外監査役３名を選任しております。

さらに、当社では執行役員制度を導入し、経営の健全性と効率性をより高めるとともに、社外監査役並びに社外取締役の招聘により、取締役の監
督機能の強化と透明性の確保に努めております。

また、監査役は、監査法人及び内部監査部門である内部監査室と相互の連携を図りながら、取締役の業務執行に関する監査を実施していること
から、コーポレート・ガバナンスの体制を十分に図ることができると判断し、現在の体制を選択いたしております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

当社では、株主が十分な議案の検討時間を確保できるよう、株主総会招集通知の発送早
期化に努めております。

株主総会招集通知を法定期日(株主総会開催日２週間以上前)より前に発送するととも
に、発送日に先立ち、当社ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブサイト「東証上場会社
情報サービス」に早期開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定
多くの株主が参加できるように集中日を回避して開催することに努めております。

また、遠方の株主が参加しやすいよう、株主総会を午後に開催いたしております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の行使を可能としています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してい
ます。

その他 財務諸表の報告については、映像による分かりやすい詳細な説明を心がけております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
・当社ではディスクロージャーポリシーを策定し、当社ウェブサイトにて公表して

おります。

https://www.urbanet.jp/privacypolicy/tabid/547/Default.aspx

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

・四半期決算ごとに年４回投資家向け決算説明会を開催いたしております。

・上記説明会の模様は、当社ウェブサイトにて動画配信を行っております。
あり

IR資料のホームページ掲載

・決算短信・四半期報告書・有価証券報告書・臨時報告書・株主総会招集通
知・株主通信・決算説明会資料・適時開示資料をホームページに掲載いたして
おります。

https://www.urbanet.jp/

IRに関する部署（担当者）の設置
・IR担当部署は、経営管理部であります。

・IR担当役員として、常務取締役管理本部長が任命されております。

・経営管理部にはIR専任担当者がおります。

その他

・機関投資家との建設的な対話を行うべく、沈黙期間を除く期間において、機
関投資家からの問い合わせ並びにOne On OneやSmall Meetingの要請につき

ましては、積極的に応じております。

・ステークホルダーへの情報提供として、半期ごとに代表取締役会長兼CEOイ
ンタビューを動画配信いたしております。
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３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

・全ての関係者を尊重し、十分なコミュニケーションを図ることを「企業理念」、「経営指針」、
「URBANET BASIC MISSION」の中で規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

アーバネットグループは、「人々の安全で快適な『くらし』の提案を行い、豊かで健全な社会
の実現を目指す」ことを企業理念に掲げ、事業活動を通じて社会の課題解決に取り組んで
おります。

当社グループはサステナビリティ基本方針を定め、その一環として、SDGsに関する以下の
活動を重点的に行っております。

<アーバネットグループの４つの重点活動>

■重点活動 １ 理想の住まいの開発

当社グループは、都心のワンルームマンション開発・販売事業で長年蓄えてきたスキルとノ
ウハウにより、安全で快適な住居を開発・提供することで、持続的な経済の発展に貢献し
ます。

■重点活動 ２ 芸術・美術活動への取り組み

当社グループは、勉学に励む若手芸術家の発掘・支援・育成を実施することで、豊かで健
全な社会の実現に貢献します。

■重点活動 ３ 環境等への取り組み

当社グループは、2020年１月に「アーバネット防災プログラム」を策定し、自社開発のマン
ションに今後の大型台風を見据えた設計・設備を取り入れました。

今後も、環境をはじめ、貧困等の社会的問題に取り組むとともに住み続けられる街づくりに
貢献します。

■重点活動 ４ 魅力ある職場実現

当社グループは働きやすい職場環境の整備、従業員の健康増進、人材教育に努めており
ます。

昨今では新型コロナウイルス対策等における WEB 会議の推進・時差出勤への対応など魅

力ある職場づくりを通じて、有為な人材を育成し、持続可能な社会の実現に貢献します。

具体的な活動内容については、当社ウェブサイト「サステナビリティ」に掲載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

・顧客、株主、投資家、取引先、社員、そして社会に対して常に公平、公正であるとともに、
コミュニケーションを重視し、適切な情報開示を行うこととしております。

・投資家に対しては「ディスクロージャーポリシー」を定め、適切に実行しております。

その他
・役員や管理職への女性の登用につきましては、現在、社外取締役１名、社外監査役１
名、部長２名となっております。当社では、女性社員の活躍支援を積極的に行っておりま
す。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、企業理念と経営指針を基本として、収益力の向上を図り、株主及びその他の全ステークホルダーに配慮しつつ、企業価値を高めることを
企業経営の中心課題と捉えております。このような目的を継続的に維持向上するために、日常的な業務執行を律する規範としてコーポレート・ガ

バナンスを経営の中心課題として捉え、リスク管理とコンプライアンスの徹底による内部統制の充実により、株主・取引先・従業員、その他全ス
テークホルダーからの厚い信頼を得られるよう経営努力していく所存でおります。

内部統制システムに関する基本方針

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）当社の基本方針である「企業理念」「経営指針」「URBANET BASIC MISSION」に基づき、取締役及び使用人が法令、定款、当社諸規程及び社

会倫理を遵守するようコンプライアンス規程を制定し、コンプライアンスの周知徹底を図る。

（2）業務分掌規程において各部門の権限と責任を明確に定義し、相互牽制が有効に機能する組織体制を整備し、内部統制の強化を図る。

（3）内部監査室は、各部門の業務遂行、コンプライアンスの状況等について監査を実施し、定期的に代表取締役、取締役会及び監査役会にその
結果を報告する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（1）文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電子媒体に記録し、適切に保存及び管理する。

（2）当該情報については取締役又は監査役が常時閲覧できるように保存及び管理を行う。

３．損失の危機の管理に関する規程その他の体制

（1）各部門の業務執行に係るリスクの管理はリスク管理規程に基づき当該部門が行い、全社的若しくは組織横断的なリスクの管理はリスク管理
委員会が行う。

（2）内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を定期的に代表取締役及び監査役に報告し、必要に応じて改善策の審議・決定を
取締役会等において行う。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）取締役及び執行役員による機動的な業務執行を図るため、職務分担を定期的に見直し、権限体系及び意思決定ルールを整備するとともに、
内部牽制機能を確立するため、各組織の権限や責任者の明確化を推進し、コーポレート・ガバナンスを強化する。

（2）定例の取締役会を月１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の職務執行状況の監督等を行う。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
10



（1）企業理念・目標達成に向けての業務執行状況について、当社各部門及び子会社は、活動状況を毎月当社取締役会にて報告することにより当
社グループ全体の経営管理を図る。

（2）当社は関係会社管理規程に従い、グループ管理体制の整備を行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項

（1）監査役は、監査業務に必要と考える部門の使用人に対して、監査業務に必要な事項を指示することができ、内部監査室及び指示を受けた使
用人はこれに全面的に協力する。

（2）当該使用人は、その職務の執行に関して取締役及び当該使用人の部門長の指揮命令は受けないものとする。

７．取締役及び使用人等並びに子会社の取締役、監査役、使用人等が監査役等に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

（1）当社グループの取締役及び使用人は、当社の監査役からの求めに応じて、随時その職務の執行状況その他に関する報告を行う。

（2）当社グループの取締役及び使用人は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見した場合や、監査役があらかじめ当社
及び子会社の取締役と協議して定めた事項は遅滞なく報告するものとする。

８．監査役等に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

当社は監査役及び顧問弁護士等の社内外の通報窓口を明記した内部通報細則を制定し、リスク要因の早期発見を図る体制を整備している。

９．監査費用の前払又は償還の手続その他監査費用等の処理に係る方針に関する事項

当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ
た場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

10.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（1）監査役は、重要な意思決定の過程及び業務執行状況を把握するために、取締役会などの重要な会議に出席する他、稟議書等を閲覧する。

（2）代表取締役は、監査役と会合を持ち、会社が対処すべき課題等について意見や情報の交換を行う。

（3）監査役は、会計監査人・内部監査室との意見や情報の交換に努め、連携して監査の実効性を確保する。

11.財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

当社グループは、金融商品取引法及びその他の法令の定めに従って、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に行われる体制の整備・運用・
評価を継続的に行い、財務報告の信頼性と適正性を確保する。

12.反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、反社会的勢力及び団体からの要求を
断固拒否し、これらとの係わりのある企業・団体・個人とはいかなる取引も行わないとする方針を堅持する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

（1）当社取締役会は、当社各部門及び子会社から毎月の活動状況の報告を受け、取締役及び監査役の情報共有と当社グループ全体の経営管
理の充実を図っております。

（2）定期的にコンプライアンス委員会を開催しコンプライアンス上の報告、検討・決議、コンプライアンス取組全般についての審議等を行っておりま
す。

（3）当社取締役から当社常勤監査役に提出している「職務執行確認書」を、子会社取締役についても準用し、提出しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、反社会的勢力及び団体からの要求を
断固拒否し、これらとの係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わないとする方針を堅持いたしております。

また、全役職員への啓蒙活動を実施し、全社的に法令遵守を徹底しております。

整備状況

当社グループは、反社会的勢力との関係排除のため全取引先候補の反社会的勢力チェックを実施するとともに、一定期間を超えた既存取引先の
反社会的勢力チェックを行っております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――
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２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制についての模式図】
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【スキルマトリックス】 
 

企業経営 
営業・ 

不動産開発 
業界経験・
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ 

サステナビ
リティ 

財務･ 
会計 

法務 

服部 信治 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
⽥中 敦 〇 〇 〇 〇 〇 〇 
⾚井 渡 〇   〇 〇 〇 
猪野 晃史  〇 〇 〇   
⽊村 義純 〇  〇 〇  〇 
中島 信⼀郎 〇   〇  〇 
篠⽥ 哲志 〇   〇 〇  
⼭⼝ さやか 〇   〇 〇  

※1.各取締役に特に期待する専⾨性・経験等を⽰しております。 
※2.各取締役の専⾨性・経験等とは別に、取締役全員がコンプライアンスの視点をもって経営に取り組ん

でおります。 
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